

第６章　指定管理者制度の現状と課題、見直しの方向

― 公契約条例との関連で

　　1.　公契約条例の対象と指定管理者制度

　地方自治体が外部の事業者と締結する、何らかの意味で役務の提供をともなう（したがって役務の有償の対価を含むことになる）公共契約には、実態上、典型的に３つのタイプがあると思われる。地方自治法第234条第１項は自治法の規定する「契約」について、「売買、貸借、請負その他の契約」と例示している。役務の提供をともなう「請負」は、地方自治法施行令第167条第１項で「工事又は製造の請負」と言い換えられている。本稿では役務の提供をともなう地方自治体と外部の事業者との契約の第１のタイプを「工事又は製造の請負契約」と表現する。第２のタイプは、自治法でも施行令でも具体的な例示はなく、その他の契約となっているが、最もよくおこなわれている「業務委託契約」である。「業務委託契約」は実態上、施設管理、調査・研究・計画、設計・測量、電算関係、制作、企画・イベント、福祉サービス、廃棄物収集処分、事務、その他などの類型に分かたれ、自治体の契約件数の過半を占める。業務委託契約の予定価格の算定には単価表・積算基準が多く用いられている(１)。第３のタイプは、地方自治体に独自の「指定管理者制度に基づく協定」で、地方自治法第244条の２第３項に基づく(２)（この条項に「協定」の定めはない。総務省がその通知で「協定等」という文言を使っているに過ぎない）。総務省の考えでは、指定管理者の指定というのは行政処分であって、協定は地方自治法上の契約ではないとされる。しかし、協定に盛り込まれる項目も一般の契約と変わりはないし、特別な片務性があるわけではない。さらに、この制度は各自治体に行き渡っており、業務委託契約と統一的な観点からの問題の洗い出しが求められてもいる。指定管理者制度が導入されている「公の施設」は、全国で約７万施設に上り、増加している(３)。本稿はこの第３のタイプの指定管理者制度の協定に絞って、公正労働基準の実現性について論究するものである。

　指定管理者制度の協定を契約に類似のものとして、公正労働条項を定め、契約と並行して規制する必要性は実定条例も認識していて、最初の「公契約条例」と目される野田市公契約条例においても、「工事又は製造その他についての請負の契約」（野田市公契約条例第２条）と指定管理者制度（市長又は教育委員会が地方自治法第244条の２第３項の規定により公の施設の管理を指定管理者に行わせるため候補者の選定）（同第15条）を労働者の適正な労働条件確保の目的の対象としている。また、川崎市契約条例も工事の請負契約（川崎市契約条例第７条第１項第１号）、業務の委託に関する契約、地方自治法第244条の２第３項の規定により市の指定を受けたものと締結する公の施設の管理に関する協定（同第２号）を対象としている。このように指定管理者制度の協定を公契約条例、あるいは契約条例の対象として、条例の規定を準用・適用することによって、指定管理者制度にも条例の目的を達成させようとする実例がある一方で、指定管理者制度の運用・指針によって問題の解決をうかがう動きもある。ここではその両者に触れつつ、指定管理者制度における課題解決について考えてみよう。

　　2.　指定管理者制度の導入と運用

　まず、指定管理者制度の輪郭を確認し、運用の現状と変化について見てみよう。

　2003年９月２日、地方自治法が改正・施行され、「指定管理者制度」が導入された。施行から３年以内に従来の管理委託方式から指定管理者制度への変更が求められた（管理方式は直営ないしは指定管理の２種類になる）。総務省は法改正にともなう通知（総務省総行行第87号2003年７月17日）、政令改正に関する通知（総務省総行行第113号2003年８月29日）を出した。そこでは、指定管理者制度は自治法上の契約とは異なるものの、競争性の確保と管理費用の縮減が目的であることがあきらかにされていた。制度導入の移行期間である３年が過ぎた2007年初頭、総務省は指定管理者制度の導入状況の調査結果を公表した。それによれば、制度の本格実施の時点で、約５万の公の施設に指定管理者制度が導入されていたことが分かった。これは、当時の公の施設数全体の約５分の１に導入されたものだと推定される(４)。これはどのような変化だったのだろうか。比較するために指定管理者制度導入の前の制度である、公の施設に関する管理委託制度についてみてみる。

　「管理委託制度」はどのようなものだったのだろう。「公の施設」という仕組みができた時点（1963年）では管理委託をできる団体は、公共団体（土地改良区等を含む）と公共的団体（生協、農協、社団、財団、町内会等を含む）に限られていた。1991年にその範囲を拡大し、上の二つに加えて、普通地方公共団体が２分の１以上出資する法人等が付け加えられた。いわゆる自治体の出資法人である。これを境に自治体の出資法人が急増する(５)。管理委託制度は管理団体の資格を拡大（自治体が２分の１以上出資していれば株式会社でも委託可能）するとともに、なお、出資・出捐を条件とし、資格を限定していた(６)｡
　この参入障壁は資格（公共・公共的団体・出資法人）を制限する一方、管理委託の期限を条件とせず、事実上競争のない状態を作り出した。しかし一方で自治体の側では、効率的な管理を指向する以上、年々の契約の上で、競争があったとしたら得られるべき成果を実現しようとし、契約条件の切り下げを常態化した。また出資法人等への介入をおこない、統廃合、新設などによって選択肢を事実上作り出そうともした。指定管理者制度はそれをさらに拡大し、参入障壁を取り払ってしまったことになる。

　したがって、労働条件の悪化、公正労働基準の侵害など指定管理者制度の弊害を除去するためには、参入の制限だけでは足りない。事実、指定管理者制度において参入の制限が事実上おこなわれている第１種社会福祉事業施設（自治体及び社会福祉法人等に限定）でも契約条件の悪化は避けられなかった。

　自治体のこれらの弊害を除去するという明確な意志の制度化が必要となる。そのためには、公契約条例による制度化か指定管理者制度に関する指針の明確化が必要となる、というのが現段階の状況だ。

　　3.　指定管理者制度における競争性の確保

　管理委託制度は委任契約を一部含む行政契約の一類型であったのだが、指定管理者制度はあくまでも行政庁による指定（指定にあたっての議会の議決）であって、地方自治法上の契約ではないので、契約が当然に課せられている競争性の確保とその結果としての、最高又は最低の価格をもって申込をした者を契約の相手方とする（地方自治法第234条第３項）、価格その他の最も有利な条件の申し込みをした者を相手方とする（地方自治法施行令第167条の10の２）という契約が持っている条件と機能を確保するために、指定管理者制度の制度の外側に条件を付加する必要があった。このことのために、総務省は通知によって、自治体に必要性を認識させようとした。総務省は通知に次のような２点を付け加えなければならなかった。

①　申請に当たっては複数の申請者に事業計画書を提出させること

②　管理経費の縮減が図られるもの

　もちろんこの通知には助言以上のいかなる権限も含まれていなかったが、競争性の確保に対する立法側の意気込みを示す効果は含まれていた。

　「地方自治法の一部を改正する法律の公布について」（平成15年７月17日総務省行政局長通知)(７)は指定管理者制度に関して定める条例で規定すべき指定の手続きの事項に、なお書きで「指定の申請に当たっては複数の申請者に事業計画書を提出させることとし」と書き、指定管理者の選定の基準を示し、住民の平等利用の確保、管理を安定して行う物的能力人的能力とともに、「事業計画書の内容が施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が図られるものであること」とした。

　指定管理者制度の導入によって、公の施設の管理者は公共団体、公共的団体、出資団体に限られていた段階から、団体であれば法人格の有無、種類をとわず、全面的に拡張されたのだが、管理団体がこれまで管理団体となることができなかった団体にいきなり移行するというものではなかった。先の注(４)に示した地方自治総合研究所の指定管理者制度導入調査でもこれまで管理団体になることができなかった団体が指定管理者となるケースは施設数全体の７％程度であった。従前の管理委託を受けていた出資法人が指定管理者になったケースが３分の１ほどあり、新規参入者が価格条件を変更させたというより、よりいっそうの競争条件の拡大により発注者の側に価格決定力が移った、参入自由のもとでの競争制下での条件引き下げ効果が大きかったと思われる。この条件下で以下のような事態が招来された。

　指定期間の短期化。これまでは、明示はされないまでも、長期継続的な事態が普通だった。指定管理者制度によって指定の期間が明示されることとなり、現実には著しく短期化した。指定期間は、導入当初は平均４年、現在は平均５年程度である。これにより、長期的な企画立案が難しくなり、安定的な雇用ができなくなった。雇用の不安定化、臨時化・非正規化がすすみ、結果として人件費の基準の低下がもたらされる。常勤層・専門職層の職員の確保が困難となった。特に、入所福祉施設など長期にわたり安定的・継続的なサ－ビス提供を必要とする場合には、利用者の処遇の低下をもたらしている、と主張される事態となった。

　通知にあった公募原則を自治体がこぞって採用したため、価格競争がおこなわれ、結果として賃金・労働条件の低下をもたらしている。同様の理由で、管理経費の縮減が指定管理者制度の大きな目標となっているため、費用面が強調される。費用面に偏重した選定がおこなわれ、応募者は低賃金を前提とした提案を強いられる危険がある。

　　4.　運用の見直し

　そうした弊害は広く共有されていたようだ。2008年６月６日の通知（「平成20年度地方財政の運営について」のなかの「指定管理者制度の運用」）で、総務省は若干の姿勢の変化を見せた。その根底には、指定管理者制度は「契約」ではないのだから、発注仕様を成果に限定するのでなく、選定プロセス全体に自治体が介入することを予定したものとなった。競争の結果が自然に最低の費用をもたらすというのではない、制度の独自性を求めるものとなっている(８)。検証及び見直しの視点として、公共サービスの水準の確保という観点が強調され、当該施設の態様に応じた視点も言及されている。協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関する事項等記載が求められ、「委託料については、適切な積算に基づくものであること」との言及がある。

　この最後の委託料（指定管理料）の積算については、具体的な留意事項が付されている(９)。

　「委託料等の支出に関する留意事項」には、「指定管理者に利益が出た場合の利益配分のあり方」と「選定の基準（人的、物的能力等）等に応じた適切な積算」の項目があり注意を引く。後者は能力に応じた賃金の積算とそれを条件とする発注、協定締結へとつながっていく道筋と考えられる。

　ここに至るまでの間に、自治体の契約一般にも、見直しの機運はあった。以下に見るようにそれは制度に結びつく成果は乏しく、検討がなお続けられなければならないという段階だと思われる。民間委託全般について総務省の研究会の中間論点整理（中間論点整理がこの研究会の最終成果物であった。）（「地方公共団体における民間委託の推進等に関する研究会」2007年１月26日）がおこなわれている(10)。今述べたように、成果は乏しく、この試みが自治体によって始まろうとしているところだし、指定管理者制度をめぐって（契約の全般に関する見直しは難しいので）、試行されているといったところだ。

　研究会は、期間の定めと公募に関して次のような制約を理解していた。

　「地方公共団体の契約は会計年度独立の原則により単年度が原則となっているが、長期契約とした方が、公共側の価格変動リスクが軽減され、民間委託先等にとっても経営が安定することで効率的な業務執行が可能となる場合も想定される」

　長期契約を結ぶことが合理的であると考えられる要因として、システムの設計・開発・運用・保守など、複数年にわたり業務が継続することが想定されていて、一つの事業者が一連の業務を継続して実施することが合理的である場合、業務に習熟するために相当の期間を要し、単年度ではそのコストを事業者が回収できないと想定される業務の場合は、長期契約に適しているのではないか、としている。長期継続契約は現行の制度も規定しているが（自治法第234条の３）、電気の供給契約などいくつかの設例を具体的に想定しており、その理由の拡大が検討されていることになる。人的な投資を含む初期投資が必要な業務については、長期契約とすることで事業者の参入を促すことの必要にも言及している。公募をおこなう際には引き継ぎ面など、既存事業者と新規事業者との競争性の確保を図るなどの配慮が必要となる。公募については、具体例が公募によらざる場合の理由となっている(11)。そこでは、横浜市の、指定管理者の選定にあたり（原則、公募）、入所者等との信頼関係が特に重視される福祉施設については、条例で現在の管理委託者を指定管理者とすることができる旨の規定の例や、いわき市の「施設管理に当たり、専門的かつ高度な技術を有するものが客観的に特定される場合」や「一定期間現管理団体等を指定管理者として選定することとされた場合」などは、公募としないことが定められている例、調布市の「当該公の施設の性格、事業の内容、規模等により、その管理を行わせることにより設置の目的を効果的かつ効率的に達成することができると認められる法人その他の団体があるとき」は非公募とすることができる旨を定めている例などをあげている。

　「地域団体等による公共サービス提供の推進のあり方」についての考察も見られる。この点はいまで言う「新しい公共」の議論とも重なる。

　「地域協働を担う住民ボランティアや地域団体（自治会、こども会等）、ＮＰＯ等による公共サービス提供の推進のための手法については、地域団体等の状況、地域協働によって提供しようとする公共サービスなどの内容に応じて、育成の観点からの補助、活動場所の提供、研修等の支援や、費用対効果の観点を踏まえた委託契約などの手法を適切に使い分けることの必要性が強調されている。

　　5.　自治体の取り組み

　しかし、この論点整理は制度化されず、問題はなかなか解決しなかった。総務省としてももう一歩踏み込んだ通知を必要としていた。それを後押ししたのは、いくつかの自治体で進められていた、指定管理者制度に関する「指針」の見直し・策定であった。たとえば、板橋区は指針を改定し、人件費を集中的にモニタリングする方式を採用した。東京都は公募に依らずに指定できる条件を明示的に整備した。とくに、板橋区の試みは、賃金水準が現状の上限を上回るとともに民間の給与実態を最もよく反映するという理由で、「特別区人事委員会が特別区職員の給与勧告に向けて実施する民間従業員の給与実態調査結果のうち、職層別平均給与額（企業規模計、所定内給与）を適用し、これに法定福利費（事業主負担分）を加算した額とする」ことを上限として、給与改善の具体的方法を示したことに特徴がある。これまで板橋区では、2005年度に指定管理者制度を導入して以来、指定管理料のうち人件費の算定基準は、「職員標準人件費の６割を上限とする。」と定めていた。「しかし、平成20年後半からの急激な経済状況の変動に伴い、非正規労働者等不安定雇用の増加が社会問題化し、効率性を求めて民間委託を拡大してきた国や地方公共団体にもその責任の一端があるとの議論が各方面でされているところである」と見直しの理由を述べている(12)。

　人件費の積算にあたっては、「施設の設置目的や特性を踏まえ、区民サービスの維持・向上を図るため必要な職員配置基準（ポスト、職種、技能、資格、人数等）を定め、その配置基準に基づき積算」ともしている。それに基づき職種を反映した人件費積算表ができあがっている。

　そうした試みが、総務省の通知にも反映している。総務省は2010年の年末に制度発足以来３度目となる通知を出した(13)。

　「指定管理者制度の運用について」（総行経第38号平成22年12月28日、総務省自治行政局長）は、「指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサービスの提供者を、議会の議決を経て指定するものであり、単なる価格競争による入札とは異なるものであること」とあり、期間について、「期間については、法令上具体の定めはないものであり、公の施設の適切かつ安定的な運営の要請も勘案し、各地方公共団体において、施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間を定める」とされている。あわせて、「利用者や住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり、各地方公共団体において施設の態様等に応じて適切に選定」することを求め、「指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされるよう、留意」することも求めている。これは通知のレベルなのだが、この通知の後の片山総務大臣の記者会見がより明瞭に見直しの意味を物語っている（片山総務大臣閣議後記者会見の概要、2011年１月５日、指定管理者制度に関する質問の答
え)(14)。

　片山総務大臣は「外注することによって、アウトソースすることによって、コストをいかにカットするかというところに力点が置かれてきたような印象を持っております」と述べ、「私などが懸念していますのは、本来、指定管理になじまないような施設についてまで、指定管理の波が押し寄せて、現れてしまっているという。そういうことを懸念していたものですから」と通知を出した理由をあきらかにしている。「例えば、公共図書館とか、まして学校図書館なんかは、指定管理になじまないと私は思うのです。やはり、きちっと行政がちゃんと直営で、スタッフを配置して運営すべきだと、私なんかは思うのですね」という部分は大臣の年来の主張だ。定員削減、総人件費の削減、アウトソースが「コストカットを目的として、結果として官製ワーキングプアというものを随分生んでしまっている」「アウトソースを通じて官製ワーキングプアを大量に作ってしまったという、そのやはり自覚と反省は必要だろう」とつづく。指定管理者制度と官製ワーキングプアが結びつけられて論じられている。

（以上の運用通知の変遷については、本章末尾図表６－１を参照）

　　6.　指定管理者制度の再編

　このように見てくると、指定管理者制度には制度適用が不適切な種類の施設があり、それを区分した上で、指定管理者制度の協定等を契約とみなし、その一般的なルール、とりわけ競争性と双務性を確保するルールを公契約条例上に、あるいは（経過的には）指定管理者制度独自の指針（規則）として定め、「協働」「新しい公共」の名目でおこなわれる事業には、「契約」のルールでない新規の原則を適用するという検討が必要だと思われる。競争性と双務性を確保するという命題は、公共サービスだけに限らず、社会で行われている契約の達成されるべき規範を公契約が指し示す役割を認識することにつながる。契約の一方の当事者が自治体であり、もう一方の当事者が、多くの場合、中小・零細な事業者であるという傾斜的関係における契約の規範性を再考するきっかけともなる（つまり、ほぼ常に ― 発注者である自治体は相手方の事業者より経済的力において優越した立場にあり、行政法・公法理論を振りかざして事業者を制約することがしばしばであった）。以上のように、指定管理者制度における公契約条項の考察は、公契約条例にはらまれている課題を手がかりに、社会的価値の実現を目指す、公共サービスの公正労働基準確立の道筋を、市民社会的裾野から展開することともなろう。

　このようなことを考えてくると、以下の具体的提案が可能となるように思われる。

　地方自治法第２編第10章「公の施設」を解体的に再編し、①重要な公の施設、特に重要な公の施設（両規定自身は現行規定にある。廃止や長期独占占有に関する定めであった。昨今話題の公の施設の建設に関する住民投票の例にも少なからず関係する。）についての「管理の特例」を新設し、必要な場合自治体の特別な関与を行う団体への管理委託を可能とする。②一般公の施設については、契約で管理を委託することができる、とする。③住民管理施設など特例的公の施設については、新たな協定制度を設置する。②については長期継続契約など現行制度上の規定を活用するとともに、配慮事項の設定などを工夫する。こうした区分けを経てからでないと、指定管理者制度の協定を公契約条例の対象としても効果は限られる。当然、②こそは、契約のルールと公契約条例の適用を最もよく受け入れるものとなろう。

図表６－１　指定管理者制度通知等の変遷
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	ア　指定管理者の選定の際の基準設定に当たっては、公共サービスの水準の確保という観点が重要であること。
	○　指定管理者の選定過程に関する留意事項

◇　指定管理者を選定する際の基準設定に当たって、事業計画書に沿った管理を安定して行うことが可能な人的能力・物的能力を具体的に反映させているか
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◇　選定委員会のあり方（選定の基準等）について説明責任を果たしているか

◇　選定委員には施設の行政サービス等に応じた専門家等が確保され
	公の施設の指定管理者を選定する際の基準設定に当たっては、公共サービスの水準の確保という観点が重要であること、施設の態様に応じた指定管理者の適切な評価が重要であること等に留意し、その在り方について検証及び見直しを行われたい。
	２　指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサービスの提供者を、議会の議決を経て指定するものであり、単なる価格競争による入札とは異なるものであること。
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	選定手続き
	
	
	　ているか

◇　情報公開等を十分行い、住民から見て透明性が確保されているか
	
	

	指定期間
	
	
	
	
	３　指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機会を設けるため、指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとすることとされている。この期間については、法令上具体の定めはないものであり、公の施設の適切かつ安定的な運営の要請も勘案し、各地方公共団体において、施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間を定めること。

	指定管理者の評価
	
	イ　指定管理者の適切な評価を行うに当たっては、当該施設の態様に応じ、公共サービスについて専門的知見を有する外部有識者等の視点を導入することが重要であること。
	○　指定管理者に対する評価に関する留意事項

◇　評価項目・配点等について客観性・透明性が確保されているか

◇　モニタリングの数値、方法等について客観性・透明性が確保されているか

◇　モニタリングに当たり、当該行政サービス等に応じた専門家等の意見を聴取しているか

◇　評価する施設の態様に応じた適切な評価を実施しているか

◇　評価結果についての必要な情報公開がされているか
	
	４　指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に提供するため、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めることに意義があり、複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい。一方で、利用者や住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり、各地方公共団体において施設の態様等に応じて適切に選定を行うこと。

	協定記載事項
	
	ウ　指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。また、委託料については、適切な積算に基づくものであること。
	○　指定管理者との協定等に関する留意事項

◇　施設の種別に応じた必要な体制（物的・人的）に関する事項を定めているか

◇　損害賠償責任の履行の確保に関する事項（保険加入等）を定めているか

◇　指定管理者変更に伴う事業の引
	
	５　指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮するとともに、指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。

	
	
	
	　継ぎに関する事項が定められているか

◇　修繕費等の支出について、指定管理者と適切な役割分担の定めがあるか

◇　自主事業と委託事業について明確な区分が定められているか
	
	

	労働法令
	
	
	
	
	６　指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選定にあたっても、指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされるよう、留意すること。

	個人情報管理
	
	
	
	
	７　指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適切に保護されるよう配慮すること。

	委託料等のあり方
	
	
	○　委託料等の支出に関する留意事項

◇　指定管理者に利益が出た場合の利益配分のあり方等を公募の際の条件として可能な範囲で明示しているか

◇　地方公共団体側の事情で予算（委託料等）が削減された場合を想定し、指定管理者側と協議の場を設ける等適切な定めが協定等にあるか

◇　委託料の支出にあたり選定の基準（人的、物的能力等）等に応じた適切な積算がなされているか

◇　利用料金の設定に当たっては、住民に対するサービス提供のあり方を勘案し適正な料金設定となるよう留意しているか
	
	８　指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に対して委託料を支出することが確実に見込まれる場合には、債務負担行為を設定すること。







































































































































































(１)　今村都南雄編『公共サービスと民間委託（自治総研叢書）』（地方自治総合研究所,1997年）。業務委託の実態についてはたとえば、以下の報告などを参照。徳島市『行政監査結果報告書 ― 業務委託契約に係る事務について』（2008年４月）。


(２)　第二百四十四条の二第３項　普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。


(３)　総務省2009年10月23日「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」


(４)　「指定管理者制度の導入状況に関する調査」地方自治総合研究所、2006年


(５)　「自治体公益法人の実態に関する調査報告」地方自治総合研究所、2009年


(６)　（旧）自治法第244条の２第３項


　　　　　地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、その管理を普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの又は公共団体若しくは公共的団体に委託することができる。


　　　（旧）自治令第173条の３


　　　　　地方自治法第244条の２第３項に規定する普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるものは、次に掲げる法人とする。


　　　　１　普通地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人


　　　　２　前号に掲げる法人のほか、当該法人の業務の内容及び等が普通地方公共団体の出資の状況、職員の派遣の状況等の当該普通地方公共団体との関係からみて当該公の施設の適正な管理の確保に支障がないものとして自治省令で定めるもの


(７)　地方自治法の一部を改正する法律の公布について　平成15年７月17日総務省行政局長通知（抜粋）


　　　２　条例で規定すべき事項


　　　　(１)　指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事項は条例で定めることとされており、その具体的な内容は以下のとおりであること（第244条の２第４項関係）


　　　　　　①　指定の手続としては申請の方法や選定基準等を定めるものであること。なお指定の申請に当たっては複数の申請者に事業計画書を提出させることとし、選定する際の基準としては例えば次のような事項を定めておく方法が望ましいものであること。


　　　　　　　ア　住民の平等利用が確保されること。


　　　　　　　イ　事業計画書の内容が施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が図られるものであること。


　　　　　　　ウ　事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力人的能力を有していること。


(８)　検証及び見直しの視点として以下の４点が挙げられている。


　　　ア　指定管理者の選定の際の基準設定に当たっては、公共サービスの水準の確保という観点が重要であること。


　　　イ　指定管理者の適切な評価を行うに当たっては、当該施設の態様に応じ、公共サービスについて専門的知見を有する外部有識者等の視点を導入することが重要であること。


　　　ウ　指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。また、委託料については、適切な積算に基づくものであること。


(９)　「委託料等の支出に関する留意事項」


　　　指定管理者に利益が出た場合の利益配分のあり方等を公募の際の条件として可能な範囲で明示しているか


　　　地方公共団体側の事情で予算（委託料等）が削減された場合等を想定し、指定管理者側と協議の場を設ける等適切な定めが協定等にあるか


　　　委託料の支出にあたり選定の基準（人的、物的能力等）等に応じた適切な積算がなされているか


　　　利用料金の設定に当たっては、住民に対するサービス提供のあり方を勘案し適正な料金設定となるよう留意しているか


(10)　研究会は、期間の定めに関して次のような制約を理解していた。


　　　５　長期契約化による効率性の発揮について


　　　○地方公共団体の契約は会計年度独立の原則により単年度が原則となっているが、長期契約とした方が、公共側の価格変動リスクが軽減され、民間委託先等にとっても経営が安定することで効率的な業務執行が可能となる場合も想定されるのではないか。


　　　　・指定管理者制度においても、予め債務負担行為を設定して複数年指定を保証しておく方法と、指定管理料（委託料）は予算の範囲内としたうえで、予算が認められない場合又は指定管理料（委託料）について予算の範囲内で合意できない場合には指定取消しとすることを定めておく方法が考えられ、それぞれをどのように使い分けるのかについて、さらに検討が深められないか。


　　　○長期契約を結ぶことが合理的であると考えられる要因としてどのようなものが考えられるのか。


　　　　・システムの設計・開発・運用・保守など、複数年にわたり業務が継続することが想定されており、一つの事業者が一連の業務を継続して実施することが合理的であると考えられる業務は長期契約に適しているのではないか。


　　　　・業務に習熟するために相当の期間を要し、単年度ではそのコストを事業者が回収できないと想定される業務は、長期契約に適しているのではないか。


　　　　・初期投資が必要な業務については、長期契約とすることで事業者の参入を促すことが必要ではないか。


　　　○長期契約化により、複数年度にわたり業務を受託した民間委託先等は、次回の入札において、経験や蓄積されたノウハウ等の面で、新たに参加しようとする他の民間事業者よりも優位な地位にあると考えられるのではないか。したがって、業務実施手順や手法、運営上の留意点等公共サービスの質の維持に欠かせない定型的事項をマニュアルとして行政に引き継ぎ、行政はその内容を募集要項に盛り込むなどにより、既存事業者と新規事業者との競争性の確保を図るなどの配慮が必要ではないか。


(11)　この「論点整理」には指定管理者の選定方法を公募としない例が収集されている。事例にあわせて、公募をしなくとも良い理由を挙げている。


　　　1.　横浜市の例


　　　　　横浜市は、指定管理者の選定にあたり、原則、公募としているが、入所者等との信頼関係が特に重視される福祉施設については、条例で現在の管理委託者を指定管理者とすることができる旨の規定をしている。


　　　2.　いわき市の例


　　　　　いわき市は、「施設管理に当たり、専門的かつ高度な技術を有するものが客観的に特定される場合」や「一定期間現管理団体等を指定管理者として選定することとされた場合」などは、公募としないことが定められている。


　　　3.　帯広市の例：帯広市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（条例第37号）


　　　　　帯広市は、「当該施設の性格、規模及び機能により公募することが適さないと認められるとき」や「公募に対し申請する団体等がいないとき」、「申請した団体等の中に指定管理者として適当な団体等がないと認めるとき」など、マーケット要因を非公募のケースとしてあげている。


　　　4.　調布市の例：調布市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（条例第30号）


　　　　　調布市は、条例において、「当該公の施設の性格，事業の内容，規模等により，その管理を行わせることにより設置の目的を効果的かつ効率的に達成することができると認められる法人その他の団体があるとき」は非公募とすることができる旨を定めている。


　　　5.　豊島区の例：豊島区公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例


　　　　　豊島区は、具体の団体名を指定したうえで非公募とすることができるとしている。


　　　　　事例はすべて、指定管理者制度に関するものだった。指定管理者制度限らず、「地域団体等による公共サービス提供の推進のあり方」についての考察も見られる。この点はいまで言う「新しい公共」の議論とも重なる。


　　　　「地域協働を担う住民ボランティアや地域団体（自治会、こども会等）、ＮＰＯ等による公共サービス提供の推進のための手法について


　　　　○住民ボランティアや地域団体（自治会、こども会等）、ＮＰＯ等（以下、地域団体等という。）の多様な主体が公共サービスの提供を協力して行う地域協働の推進が「新しい公共空間」の形成に向けて重要。地域協働の推進にあたっては、地域団体等の状況、地域協働によって提供しようとする公共サービスなどの内容に応じて、育成の観点からの補助、活動場所の提供、研修等の支援や、費用対効果の観点を踏まえた委託契約などの手法を適切に使い分けることが必要ではないか。


　　　　　その際、地域協働の前提条件を担保するため、対等な契約相手先としての役割を担いうる地域団体等であることを確認する仕組みや地域団体等に対する支援の枠組み、行政責任の範囲の明確化及びそれを担保するための関わり方など、協働推進のための枠組み整備が必要ではないか。」


(12)　板橋区の指針細目のうち人件費に関する部分は以下の通り


　　　指定管理者の人件費については、これまでの「職員標準人件費の６割を上限とする」算定方法を改め、原則として、(１)及び(２)に基づき算出した人件費を適用する。


　　(１)　正規従業員


　　　　　特別区人事委員会が特別区職員の給与勧告に向けて実施する民間従業員の給与実態調査結果のうち、職層別平均給与額（企業規模計、所定内給与）を適用し、これに法定福利費（事業主負担分）を加算した額とする。


　　(２)　非正規従業員


　　　　　板橋区臨時職員取扱要綱に定める一般事務１時間あたり賃金単価又はハローワーク等の求人情報などを参考に算出した民間の非正規従業員の賃金単価等を、雇用の期間、日数、時間等の雇用形態に応じて適用し、必要に応じて法定福利費を加算して決定する。


　　(３)　人件費の積算


　　　　　人件費の積算にあたっては、施設の設置目的や特性を踏まえ、区民サービスの維持・向上を図るため必要な職員配置基準（ポスト、職種、技能、資格、人数等）を定め、その配置基準に基づき積算するものとする。


　　　　　ただし、この場合、指定管理者制度導入の本旨である民間事業者としてのノウハウを活用した効率的な管理運営を行う観点から、指定管理者の裁量を活かした職員配置が可能となるように配慮する。


(13)　「指定管理者制度の運用について」


　　　（総行経第38号　平成22年12月28日、総務省自治行政局長）


　　　１　指定管理者制度については、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときに活用できる制度であり、個々の施設に対し、指定管理者制度を導入するかしないかを含め、幅広く地方公共団体の自主性に委ねる制度となっていること。


　　　２　指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサービスの提供者を、議会の議決を経て指定するものであり、単なる価格競争による入札とは異なるものであること。


　　　３　指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機会を設けるため、指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとすることとされている。この期間については、法令上具体の定めはないものであり、公の施設の適切かつ安定的な運営の要請も勘案し、各地方公共団体において、施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間を定めること。


　　　４　指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に提供するため、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めることに意義があり、複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい。一方で、利用者や住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり、各地方公共団体において施設の態様等に応じて適切に選定を行うこと。


　　　５　指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮するとともに、指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。


　　　６　指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選定にあたっても、指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がなされるよう、留意すること。


　　　（以下略）


(14)　片山総務大臣閣議後記者会見の概要（2011年１月５日）


　　　片山「指定管理者制度年末に出しました通知はですね、いわば指定管理者制度をめぐる誤解とか、失礼ですけれども、理解不足とかですね、こういうものを解いていこうという趣旨なのです。何かですね、指定管理者制度が導入されてから今日までの自治体のこの制度の利用の状況を見てみますと、コストカットのツールとして使ってきた嫌いがあります。もちろんそれは全く否定するものではありませんけれども、指定管理者制度というのは、一番のねらいは、行政サービスの質の向上にあるはずなのです。俗にお役所仕事とかですね、そういうものから脱却をして、民間の創意工夫とか、それから経験とか、そういうものを導入することによって、ともすれば画一的で、規則などに縛られて、利用者本位ではないと批判されてきた公の施設の利活用について、新風を吹き込みたいと。行政サービスの質を向上したい、住民の皆さんの満足度を高めたいということなのです。ところが、そっちの方よりも、むしろ、外注することによって、アウトソースすることによって、コストをいかにカットするかというところに力点が置かれてきたような印象を持っております。特に、私などが懸念していますのは、本来、指定管理になじまないような施設についてまで、指定管理の波が押し寄せて、現れてしまっているという。そういうことを懸念していたものですから、改めて、その誤解を解いたり、本来の趣旨、目的を理解していただくために出したわけですね。まあ、あれを出せばですね、じっくり読んでいただければ、はっと気が付いていただけるのではないかなと思いますけれどもね。これからも、折に触れてですね、私なりの考え方を申し上げてみたいと思うのですが、ただですね、じゃあ、私が申し上げているようなことが法律上書いてあるかというと、必ずしもそうでもないですね。具体的にどういうことかと言うと、私などはいつもよく言うのですけれども、例えば、公共図書館とか、まして学校図書館なんかは、指定管理になじまないと私は思うのです。やはり、きちっと行政がちゃんと直営で、スタッフを配置して運営すべきだと、私なんかは思うのですね。私が鳥取県知事のときもそうしてきました。だけど、じゃあ、それが法律にそう書いてあるのかというと、必ずしもそうでもない。何でも出せるような、そういう仕組みになっているものですから、あとは、どう言うのでしょうか、良識とか、常識とかですね、リーガルマインドとかですね、そういう世界に入るのだと思うのですけれども。そういうものを喚起したいと思って出したわけであります。もう一つの認識は、これ指定管理だけではなくてですね、従来からの外部化というものを、総務省として随分進めてきました。定員削減とかですね、それから総人件費の削減という意味で、アウトソースというものを進めてきたのですね。それがやはり、コストカットを目的として、結果として官製ワーキングプアというものを随分生んでしまっているという、そういうことがありますので、それに対する懸念も示して、少し見直してもらいたいなという、そういう気持ちもあって、お出ししたわけです。あれで、どういう反応が出るかですね、反応が無いか、有るか、有ってほしいと思うのですけれども、しばらく見てですね、また必要がありましたら、次の策も考えてみたいと思っています。自治体はですね、地元の企業の皆さんに対しては、正規社員を増やしてくださいということをよく働き掛けるのですよ。当然ですよね。やはり正規雇用を増やしてくださいということを働き掛けるのですけれども、当の自治体が、自ら内部では非正規化をどんどん進めて、なおかつ、アウトソースを通じて官製ワーキングプアを大量に作ってしまったという、そのやはり自覚と反省は必要だろうと、私は思います。そういう問題提起の意味も含めて見直しをしたということです。これは、ですから指定管理者制度についての理解を、本当の理解を深めていただきたいという通知と、それから、もう一つはですね、かねて申し上げておりますけれども、集中改革プランという法的根拠の無い仕組みを全国に強いてきたという、これの解除ですね。もともと法的に有効な通知ではありませんから、解除という言葉がいいかどうか分かりませんけれども、以前進めてきた集中改革プランにとらわれることなく、自治体では、業務と職員とのバランスは自ら考えて、これから定数管理などをやっていただきたいと。この二つであります。」





－ 2 －

－ 73 －


